
１．カーボンリサイクル

　カーボンリサイクルとは，二酸化炭素（CO2）
を資源として捉え，これを排ガスなどから分
離・回収し，化学品，燃料，および鉱物など
に加工して原材料として再利用することで，
大気中への CO2 排出を抑制していくことです。
　2020 年 12 月に策定された「2050 年カーボ
ンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」，お
よび 2020 年度第 3 次補正予算で創設された
２兆円の「グリーンイノベーション基金」に
基づき，2021 年７月「カーボンリサイクル技
術ロードマップ」（2019 年６月経済産業省発
表）が改訂されました。カーボンリサイクル
技術は，カーボンニュートラル実現に向けた
キーテクノロジーと位置付けられ，取り組み
のさらなる加速が図られることとなりました。
　そして，日米首脳会議の場で菅前首相は

2030 年温室効果ガス削減目標を「46％」（2013
年度比）と公約した 2021 年４月 22 日を境に，
わが国は 2030 年「46％削減」，2050 年「カー
ボンニュートラルの実現」を目指し，社会が

大きく動き始めることとなりました。

２．カーボンリサイクル技術ロードマップの

　改訂

　カーボンリサイクル技術ロードマップ改訂
版での CO2 利活用法を図１に示します。特に，
改訂版には以下の 3 点が織り込まれました。
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図１　カーボンリサイクル技術ロードマップ改訂版（1）
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① DAC（直接大気回収：大気中から CO2 を直接
 回収する技術）や合成燃料（CO2 と水素を合成
 して製造されるカーボンフリーな脱炭素燃料）
 の開発追加
② カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開
 始時期を2040年頃に前倒し
③ 国際連携（米国・豪州・アラブ首長国連邦
 （UAE）との協力覚書の締結，日米気候パートナー
 シップの締結等）の取り組みの追記
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② 物理吸収法

　物理吸収法も化学吸収法と同様に吸収塔と再
生塔からなり，吸収塔ではガス圧力を高くして
CO2 を吸収液に溶解させます。再生搭ではガス
圧を下げて CO2 を吸収液から放出させます。
　世界では，吸収液に低温のメタノールを用い
たレクチゾール法（Rectisol 法）や，ポリエチレ
ングリコールのジメチルエーテル溶液を用いた
セレクソール法（Selexol 法）が普及しています。
レクチゾール法は，運転温度が− 40 ～− 60℃
と低く，H2S（硫化水素）や COS（硫化カルボ
ニル）を 0.1ppm 以下まで除去することもでき
ます。セレクソール法は，吸収液が熱化学的に
安定で，吸収液の損失が小さいのが特長です。

③ 吸着分離法

　吸着分離法には，ゼオライトなどの固
体吸着剤を用い，圧力差を利用して吸着
と 脱 着 を 繰 り 返 す PSA（Pressure Swing 
Adsorption），温度差を利用するTSA（Thermal 
Swing Adsorption）， 両 者 を 併 用 す る，
PTSA（Pressure and Temperature Swing 
Adsorption）法があります。
　PSA は，一般的に水素製造装置の水素純度を
上げるために使用されています。これらはいず
れも，複数の吸着塔を切り替えて使用されます。
一般的に回収された CO2 濃度は低く，高濃度
CO2 を得ることは難しいと言われています。

④ 膜分離法

　膜分離法は，膜を中空糸状に束ねてカート
リッジ化したものを使用することが多いと言
われています。前述の分離回収法と異なり，
分圧差があれば再生に要するエネルギーが不
要です。よって，膜に導入するガスが高圧の
場合は，有利となります。一般的に，分離対
象の分子径と分離膜の孔径の差異でガスが分
離される分子篩と，膜への親和性の違いを利
用した溶解拡散があります。前者の例では，
水素分離膜として，ポリイミドやポリスルホ
ンの膜が実用化されています。
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　カーボンリサイクル技術には基幹物質とし
て CO2 フリー水素が必要です。水素自体は，
導入目的の変遷はあったものの，1970 年代の
オイルショック時代から現在に至るまで，化
石燃料代替エネルギーとして，そして海外の
再生可能エネルギーを輸入するエネルギー
キャリアとして検討されてきた歴史がありま
す。また，CO2 分離回収・輸送技術も共通技
術として重要視されています。

３．CO2 分離回収・輸送技術開発

　CO2 を含む排ガスから CO2 を分離・回収す
る技術は，石油精製や天然ガス精製の分野で
は古くから実用化されています。その代表的
なものとして，以下に示す，①化学吸収法，
②物理吸収法，③物理吸着法，④膜分離法な
どです。現在，回収 CO2 トン当たり，化学吸
収法で 4,000 円／ t-CO2 程度のところ，固体吸
収法や物理吸収法を用いることで 2,000 円台／
t-CO2，将来は膜分離法で 1,000 円台／ t-CO2

程度を目指す開発が進められています（2）。

① 化学吸収法

　工業的に広く普及しており，燃焼後分離で
はほとんどがこの方法が採用されています。
装置は，吸収塔と再生塔からなり，排ガスを
吸収塔に通して吸収液と接触させ，CO2 をガ
スから除去します。CO2 を多く含んだ吸収液
は再生塔に送られ，加温して CO2 が分離され
ます。CO2 が希薄になった吸収液は，吸収塔
に戻され，繰り返し使用されます。
　吸収液は，一般的に，アミン系水溶液が用
いられ，各社独自の添加剤が加えられ，高効
率化（吸収液の再生エネルギーの低減化）が
図られています。
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４．CO2 輸送

　CO2 は，常圧のままで気体を冷却すると昇
華して固体（ドライアイス）となりますが，
約５気圧以上の圧力下で気体を冷却すると，
三重点（− 56.6℃）で液相域が現れ始めます。
従って，CO2 は，トラックやパイプライン，
船で輸送されますが，輸送方法に応じて適切
な状態（圧力，温度）を選ぶ必要があります。
　大量に，かつ国際的に CO2 を輸送する唯一
の方法は船舶輸送です。この時のタンク設計
値は，気液固相の三重点より少し圧力が高い
条件（1.0MPaG，温度が− 50℃程度）が採用
されています。液体 CO2 の輸送船は，ノル
ウェーの Yara 社が 1,800 トンクラスの船を３
隻所有し，ノルウェー，デンマーク，オラン
ダ，イギリスの間の CO2 輸送に使われていて，
小型船については技術的な問題はありません。
現在，日本でも，500 ～ 1,000 トン級の CO2/
LPG 兼用輸送船の検討が進められています。

５．CO2 有効利用技術開発

　 現 在，CO2 は 石 油 増 進 回 収 法（EOR：
Enhanced Oil Recovery），溶接のシールガス，
飲用などの直接利用だけではなく，以下に示

す，①化学品，②バイオ燃料，③ e-Fuels といっ
た合成燃料の製造プロセスにおいてもすでに
部分的に使われていて，そこに CO2 の市場が
存在します。しかし，その量は世界の CO2 排
出量に比べれば遥かに小さく，約２億トン／
年に過ぎません（3）。よって，CO2 排出量の
大幅削減には，CO2 分離回収・貯留技術（CCS：
Carbon dioxide Capture and Storage）以外に
は，一次エネルギー源（原油，石炭，天然ガス）
由来の CO2 を，再生可能エネルギー（再エネ）
を利用して燃料などのエネルギー源に再転換
する「カーボンリサイクル」という方法しか
ないと思われます。
　
① 化学品

　CO2 を有効利用できる化成品の製造プロセ
ス全体のフローを図 2 に示します。CO2 を出
発原料に，水（水蒸気），（再エネ）水素，メタ
ンを利用して水素還元する各反応プロセスは，
すでに商業化されているものもあれば，研究
中，実証中のものもあります。この中で以下の
４つは今後，重要な反応になると思われます。
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図２　CO2 を有効利用可能な化学品製造プロセスの全体フロー（4）
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● 共電解反応/レドックス反応/光触媒
● ポリカ反応
● MTO（Methanol to Olefin）
● FT（Fischer-Tropsch）合成



② バイオ燃料

　バイオ ( 生化学反応／光合成 ) プロセスによ
る CO2 フリー合成燃料製造は，図 3 に示すよ
うに，植物や廃棄物をガス化や化学反応プロ
セスを通した合成や微細藻類を利用した合成
が必要なため，大規模に生産するに当たって
は，原材料の確保が課題となります。原料調
達は地域の事情（バイオマスなどの地域偏在
性など）に影響されるため，その普及は限定
的になると考えられます。

③ e-Fuels

　化学反応プロセスによる CO2 フリー合成燃
料の製造は，図４に示すように，大量の CO2，
水素を人為的に分離・回収，電解などで製造
するため，大規模化が比較的容易で，大量

の CO2 削減効果が見込めます。人為的である
ので，既存インフラに適合した合成燃料を製
造することも可能です。例えば，ガソリン代
替となる高オクタン価のメタノールを脱水し
て，高セタン価のジメチルエーテル（DME：
DiMethyl Ether）や，さらに重合させて常
温，常圧で液体のポリオキシメチレンジメ
チ ル エ ー テ ル（OME ：Polyoxymethylene 
Dimethyl Ethers）を製造することで，ディー
ゼル油の代替にすることも可能です。

６．炭素循環エネルギーシステム

　2050 年カーボンニュートラルを実現させる
ためには，既存インフラを活用し，エネルギー
供給の安定化を図りながら，効果的な CO2 削
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図３　バイオ（生化学反応／光合成）プロセスによる CO2 フリー合成燃料製造（5）

図４　化学反応プロセスによる CO2 フリー合成燃料製造（5）
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減策を推進していくことが必要です。そして，
水素などの新エネルギーへの移行期にマッチ
したわが国独自の新しいエネルギーシステム
が求められています。
　現在，わが国では，㈱ JERA による石炭火
力発電からの CO2 排出量削減対策としてのア
ンモニア（NH3）混焼が発表され（6），NH3
の活用がエネルギー転換（発電）部門におけ
る当面の大きな CO2 削減策として取り上げら
れています。そして，「第６次エネルギー基本
計画」にも盛り込まれています。2030 年まで
はコスト面も考え，当面ブルー NH3（化石燃
料由来のNH3）を中心に展開されていくでしょ
う。最終的にはグリーン NH3（CO2 を排出せ
ずに製造された NH3）への展開が期待されて
いますが，再エネの発電コストが安価になっ
てきたとは言え，船舶による水素系燃料の１
隻当たりのエネルギー輸送量は，炭化水素系
に比べて４分の１～５分の１程度と小さく，
荷役基地を含めた輸送コストが物理的なコス
トネックになることが予想されます（5）。
　そこで，図 5 に新しいハイブリットなエ
ネルギーシステムを示します。グリーン水素

（CO2 を排出せずに製造された水素）をベー
スとした炭化水素系燃料，CO2 分離回収・
輸送，そしてグリーン NH3 を組み合わせた

「ACC with NH3 エネルギーシステム」（ACC：
Anthropogenic Carbon Cycle）です（4）。液化

炭酸ガスと NH3 の輸送時の物性には大きな差
はなく，兼用船化が可能と考えられます。こ
の兼用船化により，NH3 や液化炭酸ガスの輸
送時の船舶利用効率の向上を図りながら，炭
化水素系燃料，水素系燃料を同時並行的に輸
入できるようにすれば，利用可能なエネルギー
の選択肢が広がり，安定供給の確保が実現で
きるというものです。
　このエネルギーシステムであれば，基本的
に CCS を必要とせず，炭化水素系燃料であり
ながらもCO2分離回収を行うため，CO2フリー
燃料化を図ることが可能です。また，ほぼす
べての技術が既存技術の延長線上に位置づけ
られるレベルであり，実現へのハードルも高
くなく，早期実装も可能です。
　カーボンリサイクル技術ロードマップ改訂
版には，直接空気回収（DAC）と合成燃料が
織り込まれましたが，DAC が実現できれば，
CO2 輸送は必ずしも必要ありませんが，合成
燃料の導入を少しでも安価に図ろうと考えた
場合，「ACC with NH3 エネルギーシステム」
は非常に有効的，かつ現実的な手段だと考え
られます。
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図５　ACC with NH3 エネルギーシステム（4）
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